中央教育審議会初等中等教育分科会（第70回）傍聴個人メモ

　　　　　　　　　　　　　日時：2010年7月12日（月）11：00〜14：00　　場所：学士会館

議題：

（１）障害者権利条約の理念を踏まえた特別支援教育の在り方について

（２）子ども・子育て新システムの基本制度要綱について（略）
（３）今後の学級編制及び教職員定数の改善について（略）
（１）障害者権利条約の理念を踏まえた特別支援教育の在り方について

◎文部科学省よりこの間の経過報告

・2006年に学校教育法の改正　→「特殊教育」から「特別支援教育」へ

・2007年4月より、「特別支援教育」が法制度を伴ってスタート

今後、「特別支援教育」の理念のさらなる実現のために

障害者権利条約

　→2006年12月、国連総会で採択

　→日本政府は、2007年9月に署名　→国内法整備を進めているところ

障害者権利条約の批准にむけた国内法整備などを目指した「障がい者制度改革推進会議」の開催状況及び今後の予定を報告

→「障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受けるインクルーシブ教育システム構築の理念を踏まえた制度改革の基本的方向」

→6月7日（月）「第一次意見」取りまとめ

→6月29日（火）「第一次意見」を踏まえた「障がい者制度改革推進本部」の方針決定及び閣議決定

→7月26日（月）教育関係ヒアリング（調整中）

◎中央教育審議会　初等中等教育分科会

　「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」の設置

１．設置の目的

　障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」）の理念を踏まえた特別支援教育の在り方について専門的な調査審議を行うため、初等中等教育分科会に「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」（以下、「特別委員会」という。）を設置する。

２．委員等

（１）特別委員会の委員は、初等中等教育分科会長が指名する。

（２）特別委員会に委員長を置き、特別委員会の互選により選任する。
（３）委員長に事故があるときは、委員長が特別委員会に属する委員のうちからあらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

（４）特別委員会においては、必要に応じ、特別委員会の委員以外の者の協力を得ることができる。

３．主な検討事項

（１）インクルーシブ教育システムの構築という権利条約の理念を踏まえた就学相談・就学先決定の在り方及び必要な制度改革

（２）（１）の制度改革の実施に伴う体制・環境の整備

（３）障害のある幼児児童生徒の特性・ニーズに応じた教育・支援の実施のための教職員等の確保及び専門性の向上のための方策

（４）その他

４．設置期間

　本特別委員会は、３．の主な検討事項に関する審議が終了したときに廃止する。

５．その他

　ここに定めるもののほか、議事の手続きその他特別委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が特別委員会に諮って定める。

＜メモ＞
・設置了承。
・人選は、梶田叡一・初等中等教育分科会長（環太平洋大学学長）に一任了承。
・臨時委員から、委員の中に障害当事者も加えるように要望が出され、梶田分科会長からも、障害当事者に委員に入ってもらい、当事者の視点が特別委員会での議論に生きるようにしたいとの回答があった。

◎「特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議」審議経過の報告

→文部科学省の担当者より、報告される

・「特別支援教育の更なる充実に向けて」（概要）（審議の中間とりまとめ）〜早期からの教育支援の在り方について〜

２．就学指導の在り方

★障害のある子どもが就学する学校について、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて、障害の程度が「就学基準」に該当するかどうかに加えて、必要な教育的ニーズ、保護者や専門家の意見、就学先の学校における教育や支援の内容等を総合的に判断して決定する仕組みとする。

（現行制度）

　障害の程度が、学校教育法施行令第22条3に定める「就学基準」に該当する場合、原則として特別支援学校に就学し、小・中学校において適切な教育を受けることができる特別の事情があると認める場合は、認定就学者として小・中学校に就学。

→文部科学省初等中等教育局特別支援教育課の資料（2010年1月）

「小学校・特別支援学校就学予定者（新第1学年）として市町村就学指導委員会等の調査・審議対象となった者の数（人）」→2009年度：37,480人

→「市町村就学指導委員会等の調査・審議の対象となった者の就学先等の状況」

→調査・審議の対象となった者：37,480人　
→うち、「就学基準」に非該当：28,445人（75.9％）、該当：9,035人（24.1％）

→該当者の就学先、特別支援学校：6,087人（67.4％）、小学校：2,927人（32.4％）、その他：21人（0.2％）

★就学する学校の決定は、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて保護者との共通認識を醸成し、保護者の意見を十分に踏まえることを前提として、制度としては義務教育を実施する責任を有する教育委員会が決定することとし、就学後も継続的な就学相談・指導を行うなど適切なつ柔軟できめ細かな対応を行うことが必要である。

→就学先決定の仕組み、保護者の選択権の保障に関する見直しの方向性・検討例

・保護者への十分な情報提供（例：地域の小学校及び特別支援学校への体験入学等）

・きめ細かい就学相談（例：より早期からの相談・支援、県教育委員会と市町村教育委員会の連携強化、就学委員会への多様なメンバー[障害当事者団体の地域支部、親の会他]の参画・意見反映等）

・個別の教育支援計画の作成プロセスの充実・強化（例：保護者の参画・関与の拡大、外部専門家・関係機関の連携による支援メニューの明確化等）

→就学先決定手続きにおける「保護者の意向」の尊重が困難又は必ずしも適切ではないと考えられるケース例

・保護者の児童本人への「虐待」が疑われる場合（保護者の参画・了解を得ての個別の教育支援計画の作成が困難又は不可能）

・障害の有無が明確でない、又は保護者の障害受容が得られておらず、保護者が就学前健診の受診や「個別の教育支援計画」の作成を認めない場合（障害の状態及び教育上のニーズの把握、これに基づく指導・支援計画の検討が不可能）

・行動・情緒面の障害等により、他の児童に重大な危害等が及ぶ恐れが強い場合（cf.英国のステートメント作成児に係る親の意向尊重の留保条項：「他の子どもへの効果的教育の提供と矛盾しない限り」）

・地域の小学校への医療的ケアを要する児童（重度・重複障害等）の受入れに当たり、当該自治体の財政事情等により、必要な環境・条件整備（設備面・看護師等医療スタッフ確保など）が物理的に困難な場合（例：財政再建中の地方公共団体で、条件整備に必要な予算・人員等の確保の見通しが立たない場合など）

３．継続的な就学相談・指導の実施

　小・中学校、特別支援学校における個別の教育支援計画作成を推進し、就学後においても個別の教育支援計画の定期的な見直し等を通じた継続的な就学相談・指導を実施。

４．居住地の小・中学校とのかかわり

　特別支援学校に就学する児童生徒が、居住地の小・中学校との交流を深めるための取組（東京都の副籍、埼玉県の支援籍など）について、国においても指針を示すこと等により促進。

◎障害のある児童生徒への十分な教育に必要な人的体制・物的条件の整備について

→下記の「１」「２」について、今の国の財政などを踏まえて論議していく

１．想定Ａ

→居住地域の小・中学校の通常学級への就学を原則とし、保護者が希望する場合のみ特別支援学校に就学するものとする。

→教員等の増員のために必要なコスト：2兆1,655億円（毎年）

　施設・設備の整備のために必要なコスト：9兆9,830億円

　合計12兆1,485億円

２．想定Ｂ

→特別支援教育体制の一層の充実を図りながらインクルーシブ教育システムに漸進的に移行するものとする。就学先の学校については、保護者に小・中学校と特別支援学校それぞれの教育と提供可能な合理的配慮について十分な情報提供を行い、保護者の希望を踏まえつつ、義務教育の実施に責任を有する教育委員会が総合的に判断する。

→教員等の増員のために必要なコスト：1,091億円（毎年）

　施設・設備の整備のために必要なコスト：1兆2,380億円

　合計1兆3,471億円

◎「障がい者制度改革推進会議」より出された「追加質問項目に対する意見書」

→インクルーシブ教育と特別支援教育は相反するものではなく、特別支援教育の理念として、障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活・学習上の困難を改善又は克服することを主要な目的として掲げ、健康の保持、心理的安定、人間関係の形成等自立活動における種々の指導・支援、高等部における職業教育や就労支援等の強化を図っている。こうした取組は、「障害のある児童生徒の自由な社会への効果的参加を可能とする」という障害者権利条約における教育制度の目的の達成に資するものと認識している。よって、特別支援教育を今後より発展させていく必要があると考える。

○臨時委員

→「就学基準」に合致した場合には、原則特別支援学校へ就学させる、ということを変更し、総合的に判断する仕組みへと変更することを提言している。

　「３．継続的な就学相談・指導の実施」「４．居住地の小・中学校とのかかわり」については、学習指導要領の改訂にもつながるものであり、障害者権利条約が謳うインクルーシブ教育にもそうものであると考える。

○梶田分科会長

→「障がい者制度改革推進会議」の検討状況を踏まえつつ、それをベースとしてさらなる、あらたな検討を加えていく。インクルーシブ教育に対して理念的には異論はないと思う。

　インクルーシブ教育の原理・原則によって、十分な教育の機会が与えられるために必要なサポートについて検討。

　今の学校教育にどう位置付き、中身のあるものとして展開されるためには何が必要なのか…。

　障害者権利条約が、具体的な学校教育でどう展開されるのかを検討。

○臨時委員
→全国の特別支援教育が必要な子どもに対して、4％の子どもを抽出する調査を実施。発達障害のある子どもが3％程度であるとの調査結果が出た。

　そのうち、「友だちとのトラブルが絶えない」が66％、「子どもの行動によって学級がうまくいかない」が62％、「集団的にうまくいかない」が52％。「学級担任が対応している」57％、「補助員が対応」が5％、「他の教員が対応」が5％。教員が苦労している。条件整備が重要である。

　障害のある子どもの権利保障と、障害のない子どもの権利保障をどう考えていくのか。これまで成果をあげていた教育実践も、障害のある子どもがいることで変更せざるを得ない。これまで成果をあげていた教育実践をどう保障するのか。

○臨時委員
→「障がい者制度改革推進会議」の「第一次意見」が閣議決定されたことの意味は重い。インクルーシブ教育推進はぜひともお願いしたい。

　「第一次意見」の「すべての子どもは地域の小・中学校に就学し、かつ通常の学級に在籍することを原則とし」の「原則」ということを、認めるのか認めないのか。

　実際の特別支援学校の現状で、生かしていけるかどうかが問題。障害児の対する差別の問題は、深刻な問題である。

　学習不振の子どもを「特殊学級」へ追いやる…という差別を増長する教員の態度もあるらしい。

　特別支援教育制度は一歩前進であると高く評価しないといけない。「障害児教育」という用語と「特別支援教育」という用語。「障害児教育」というものに、政府として統一できないのか。今の制度が、インクルーシブなものになっているのか疑問。「原則」をもって、今の教育を見直せないのか。

　25人学級にした場合には12兆円かかるという試算。これをするのかどうか？　決定的なものとして考えないで、フレキシブルに考えることはできないのか。

　地方に行くと、障害児学校がない。障害児が通常学級で学ぶしかない状況もある。そこでは、通常学級の担任が責任をもつことになる。

　インクルーシブ教育を原則として、真剣に論議をしていかなければならない。

○臨時委員
→教育現場にいて（中学校）、障害児を自分の学校で受け止めた経験がある。障害児とクラスの他の子どもが毎日ケンカをしていた。しかし、障害児がクラスにいてよかった。まわりの子は、最初は障害児を認めなかった。保護者も認めなかった。しかし、まわりの子どもたちが成長していき、受け止めていくようになった。

　障害児にとって、通常学級で教育を受けたことが、その子自身の力になったのか…とくやまれてならない。相当条件整備をしないと現場はたいへんである。

　制度としてインクルーシブ教育を行っていくためには、人的な配置と、教員の専門的知識・能力の形成が必要。

○臨時委員

→通常学級に在籍する子どもの障害の重度・重複化が進んでいる。インクルーシブ教育を実行すると、その数は多くなっていく。条件整備を覚悟して行わないといけない。

　学習指導要領の改訂などでもそうだが、教育行政に示されたことは、現場はできるところから…と、条件整備がない中でもスタートせざるを得ない。まわりの障害のない子どもの保護者への対応を含めて、行っていく必要がある。

　自立、社会参加していく力をつけるための教育であるが、保護者の思いとの食い違いがある…。

　就学指導が機能していない状況がある。国としての制度設計を、相当覚悟して行う必要がある。

　通常学級に入学した子どもは、3〜4年生になると厳しくなっていく（知的活動が具体的なものから抽象的なものになっていく段階で）。

　全盲の子どものように、小さいうちから訓練が必要な子どももいる。

　進路変更、小さいうちから訓練が必要な子どもなど、障害の種類と程度に応じて柔軟な対応ができることが必要。

○臨時委員
→インクルーシブ教育という環境を、どうとらえるのか。

　教育の機会の均等ということと、子どもたちに学力をつけるということ。

　学力というものをどうとらえているのか、またそれをどうつけていくのか、ということをしっかりと伝えていかないといけない。

　学力をつける、ということを、国民すべてがそういう気持ちになるように。

　学習の権利とはどういったものか。障害児がいっしょに学ぶこともあるだろうし、それでは学力を保障できない場合には、特別な場が必要であろうし。障害の程度に応じて、さまざまな場を。

　すべての子どもに学習の権利を与えながら、未完成な現在の教育をどうしていくのか。
